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(57)【要約】
　本発明の歯車は、コアと歯とを含み、前記コアは第１
の材料を含み、前記歯は、コアの第１の材料とともに、
その上に表皮として成形された第２の材料を含み、歯底
における前記表皮の厚さが、歯のピッチ線における前記
表皮の厚さより厚い。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コアと歯とを含む歯車であって、前記コアが第１の材料を含み、前記歯が、前記コアの
第１の材料とともに、その上に表皮として成形された第２の材料を含み、歯底における前
記表皮の厚さが、前記歯のピッチ線における前記表皮の厚さより厚い歯車。
【請求項２】
　歯底における前記表皮の厚さが、前記歯のピッチ線における前記表皮の厚さの１．５～
１０倍である請求項１に記載の歯車。
【請求項３】
　前記コアが強化樹脂を含み、前記表皮が非強化樹脂を含む請求項１に記載の歯車。
【請求項４】
　歯車の製造方法であって、
　Ｉ．歯を有するコアを第１の材料から成形する工程と、
　ＩＩ．前記第１の材料を固化させる工程と、
　ＩＩＩ．歯底における前記表皮の厚さが、前記歯のピッチ線における前記表皮の厚さよ
り厚くなり得るように、前記歯にわたって第２の材料で作製された表皮を成形する工程と
を含む方法。
【請求項５】
　歯底における前記表皮の厚さが、前記歯のピッチ線における前記表皮の厚さの１．５～
１０倍である請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記コアが強化樹脂を含み、前記表皮が非強化樹脂を含む請求項４に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はギアに関する。より具体的には、本発明は、熱可塑性ポリマーなどの熱可塑性
材料から作製された複合ギアに関する。
【背景技術】
【０００２】
　金属または金属合金などの硬質材料から作製されたギアが周知であり、多くの用途に用
いられている。このようなギアは、高いトルク荷重力に耐え得るが、他の金属ギアと噛み
合ったときにかなりの騒音を発生させるという重大な欠点を有する。
【０００３】
　熱可塑性材料から作製されたギアも公知であり、金属ギアによって発生される騒音を低
減するのに用いられている。しかしながら、熱可塑性ギアは、ギアの歯を傷めずに高いト
ルク荷重力に耐えることができず、金属ギアより磨耗しやすいという重大な欠点を有する
。
【０００４】
　金属ギアおよび熱可塑性ギアのそれぞれの問題を解決するために、複合ギアを製造する
ためのいくつかの試みがなされている（米国特許第３，７１９，１０３号明細書、米国特
許第４，１４３，９７３号明細書、米国特許第５，７２２，２９５号明細書、米国特許第
５，８５２，９５１号明細書を参照）。最近の発展としては、国際公開第２００７／０５
０３９７号パンフレットに、第１の材料を含むコアと、歯とを含む改良された複合歯車が
開示されている。この歯は、コアの第１の材料とともに、その上に表皮として成形された
第２の材料を含み、この第２の材料は、例えば潤滑性または耐摩耗性といった所望の特性
を歯車に与える。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明のギアの構造は、優れた強度を有する改良されたギアを提供するように設計され
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た。より具体的には、本発明は、歯車の歯を覆う表皮の改良された形状を有する。
【０００６】
　一実施形態においては、本発明の歯車は、コアと歯とを含む歯車を含み、前記コアは第
１の材料を含み、前記歯は、コアの第１の材料とともに、その上に表皮として成形された
第２の材料を含み、歯底における前記表皮の厚さは、歯のピッチ線における前記表皮の厚
さより厚い。歯底における前記表皮の厚さは、歯のピッチ線における前記表皮の厚さの１
．５～１０倍であるのが好ましい。さらに、前記コアは強化樹脂を含み、前記表皮は非強
化樹脂を含むのが好ましい。
【０００７】
　本発明の他の実施形態においては、歯車の製造方法であって、
　Ｉ．歯を有するコアを第１の材料から成形する工程と、
　ＩＩ．第１の材料を固化させる工程と、
　ＩＩＩ．歯底における前記表皮の厚さが、歯のピッチ線における前記表皮の厚さより厚
くなり得るように、歯にわたって第２の材料で作製された表皮を成形する工程とを含む方
法。歯底における前記表皮の厚さは、歯のピッチ線における前記表皮の厚さの１．５～１
０倍であるのが好ましい。さらに、前記コアは強化樹脂を含み、前記表皮は非強化樹脂を
含むのが好ましい。
【０００８】
　従来、ギアの歯の表皮のコーティングは、表皮の厚さが一様になるように形成された。
本発明の歯車の表皮は、歯底において比較的厚くなっている。この特性により、以下の技
術的効果が得られる。
【０００９】
　第１の材料の伸びより高い伸びを有する第２の材料がギアの歯底に比較的多く存在する
と、ギアはより大きい負荷に耐えることができる。ギアの歯底の降伏は、表皮から始まり
、その後、徐々に深部へと及ぶ。したがって、表皮が薄くなるほど、表皮が厚い場合より
破損しやすくなる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の歯車の一実施形態の概略図を示す図である。
【図２】本発明の技術的効果を示す概略図を示す図である。
【図３】本発明の歯車の別の実施形態の概略図を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　ギアは通常、過負荷がかかると歯底が破損する。強度の設計計算により、歯底における
応力が求められる。最も一般的に用いられる式はルイスの式であり、この式では、応力は
、接線分力を、モジュール、歯形係数（ｐｒｏｆｉｌｅ　ｆａｃｔｏｒ）および歯幅で除
算したものである。この式によると、強度を決定付け得る設計パラメータが、材料特性の
ほかモジュールおよび歯幅だけであることが明らかである。また、歯底における半径が、
歯底での応力集中を制御する上で非常に重要であることも周知である。しかしながら、歯
底における半径は、噛み合わせ用の歯形の領域を摩滅させるものであってはならないこと
も事実である。そのため、通常、所与の歯形の強度を向上させることに関する議論はこれ
で終わってしまう。
【００１２】
　ギア用の材料の選択については、かなり強化した樹脂グレードが選択され得るが、この
樹脂グレードは応力集中に弱く、歯のわずかなたわみにより他の歯に荷重を伝えられなく
なり、かつ接触面における潤滑性が低いことから、当該選択は意図に合わないであろう。
したがって、ギアの強度は、全体的手法において上述した通常の設計パラメータに加えて
、たわみ、潤滑性（摩耗性能）および接触圧力を制御することによってのみ、さらに最大
化され得る。
【００１３】
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　また、コアがＧＲナイロンで作製される上記の場合のように、主に強化樹脂でギアを作
製すると、ギアをより高い寸法安定性で作製する点で有利であり得る。ＧＲナイロンを用
いると、非強化ナイロンより熱膨張および水分による膨張（ｍｏｉｓｔｕｒｅ　ｇｒｏｗ
ｔｈ）が小さいためである。
【００１４】
　要約すると、設計目標は以下のとおりであり得る。
　Ａ）応力集中を最小限にする。
　Ｂ）応力集中が不可避である歯底における許容可能な負荷（ｓｔｒａｉｎ）を最大にす
る。
　Ｃ）許容可能な負荷が大きい高強度材料を用いる。
　Ｄ）特性の限度まで強化した高強度材料を用いる。強化樹脂に成形された従来のギア形
態は、材料の特性に釣り合った性能を達成しないことが多い。
　Ｅ）コアに強化樹脂を用いることにより、非強化樹脂の場合より優れた精度が得られる
。
【００１５】
　本発明は、改良された歯車、特に、歯底における前記表皮の厚さが、歯のピッチ線にお
ける前記表皮の厚さより厚くなるように、表皮層が形成されることにより、歯底における
許容可能な負荷が最大にされる改良された歯車を提供する。言い換えれば、本発明の概念
は上記のＢ）に基づいている。
【００１６】
　図１は、本発明の歯車の一実施形態の概略図を示す。この実施形態においては、表皮層
は、その表面が通常の歯形（一般にインボリュート歯形）に合致している一方、内側がギ
アコアに結合している。歯（２）の歯底における表皮（１）の厚さ（「Ｘ」として示され
る）は、半径方向において、ギアのピッチ線における表皮（１）の厚さ（「Ｙ」として示
される）より厚い。図中で円形の点線として示されるピッチ線は、通常、基準直径または
噛み合いピッチ円直径と呼ばれる。ピッチ線は、歯形を歯先と歯元とに分ける。ギアが噛
み合うと、歯形がスライドして、この線における歯形の方向が変わる。したがって、本明
細書において、厚さはギアの摩耗性能に関して重要性を有する。
【００１７】
　歯底における表皮の厚さ「Ｘ」は、歯車の半径方向における表皮の外面とコアの外面と
の間の長さと定義される。コアは、１つのパーツで（図１を参照）または組み合わせて（
図３を参照）円形を構成する部分である。図１に示されるように１つのパーツがコア部分
および歯部分を有する場合、コアは内側部分であり、それに突出した歯が結合されている
。
【００１８】
　歯のピッチ線における表皮の厚さ「Ｙ」は、歯車の周方向における表皮の外面と歯の外
面との間の長さと定義される。
【００１９】
　この構成では、コアの形状は、細長いまたは丈が長いギア自体と同様であるが、表皮が
コアの形状にかかわらず歯形の正確な形状に合致することになるため、コアの形状の正確
さに関しては要求が少ない（ｌｅｓｓ　ｄｅｍａｎｄｉｎｇ）であろう。コアの歯丈は、
表皮の厚さの結果としてだけでなく、表皮とコア材料との所与の組合せで行われる計算の
結果として求められ得る。ここではコアが比較的細長いため、コアの強度は、頑丈な丈の
低いギアの場合と異なり、せん断より曲げによって決まる。
【００２０】
　図２は、本発明によってもたらされる技術的効果を概略的に示す。この概念の２層のギ
アは、周囲を厚い表皮が支持している歯底ではなく歯形部分における曲げ応力のために設
計され得る。歯底における厚い表皮は、小さい質量より大きい質量が変形する場合の歯底
における応力の急激な増大に対する緩衝材となる。ナイロンなどの高伸長性材料を表皮に
用い、ガラス強化プラスチックなどの硬質材料をコアに用いることによって、最大ギア強
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度は、コアの曲げ応力および表皮のせん断応力が同時にその強度に達したときに得られる
であろう。
【００２１】
　表皮の最適厚さは計算によって求められ得、この計算では、歯底におけるせん断応力お
よびコアにおける曲げ応力が使用時の各材料の強度に達するものである。
【００２２】
　図３は、分断されたギアの歯が結合層（４）によって組み合わされるものである、本発
明の別の実施形態を示す。この構成は、いくつかのアンダーカットが形成されるべきウォ
ーム歯車などの複雑なギアを可能にし得る。結合層（４）は、表皮（１）と同じ組成から
なる。したがって、形成された歯車として、結合層（４）は表皮として働く。歯（２）の
歯底における表皮（１）の厚さ（「Ｘ」として示される）は、歯（２）のピッチ線におけ
る表皮（１）の厚さ（「Ｙ」として示される）より厚い。
【００２３】
　上述した設計（図１）の場合、ギアの歯の歯底における表皮の壁部分が厚いことは、そ
の部分が歯底における応力集中により耐えられ；ひいては、歯底における表皮が、壁部分
の形状が一定である場合より変形し得ることを意味する。
【００２４】
　歯底における前記表皮の厚さは、好ましくは歯のピッチ線における前記表皮の厚さの１
．５～１０倍、より好ましくは歯のピッチ線における前記表皮の厚さの１．５～１０倍で
ある。歯底における表皮層が厚過ぎると、材料の弾性係数に応じて、歯車が脆弱になるこ
とがある。
【００２５】
　歯の形状は限定されないが；本発明の歯車の歯は、歯底に厚い表皮のない歯車と比較し
て、歯の内側に第１の材料でできた比較的長いまたは細長い形状を有する。同じ表面形状
を有する歯車が製造される場合、本発明の歯車は、歯底における表皮がより厚いため、歯
を構成する第１の材料でできた比較的長く、細長い形状を有する。噛み合い時の接線分力
が一定として、本発明のギアは、表皮または第２の材料が均一な厚さを有する場合より変
形し得る。本発明のギアでは、歯底における表皮およびコアの両方の角隅部が互いに近接
しておらず；ひいては応力集中による脆弱な領域も同様である。表皮より伸びの少ないコ
アは、深部のコア底よりも負担のかかる表皮に先立ってその構造的限界に達しないことに
なる。ギアは、使用時に単一の材料の強度に影響されないため、全体として良好に機能す
る。
【００２６】
　第１および第２の材料自体の機械的特性が、他の領域に対する、歯底における表皮の適
切な厚さについての最適な形状的バランスを決定し得ることは明らかである。ここまで説
明したような概念によるギアの特定の設計形状は、Ｆｉｎｉｔｅ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ａｎ
ａｌｙｓｉｓによるものなどの緻密な（ｅｌａｂｏｒａｔｅ）構造計算によって決定され
得る。
【００２７】
　接触している、異なる材料の磨耗および摩滅性能は、場合により良好であることが分か
っており、第１および第２の材料が適切に選択された場合、提案されるギアの形状は、上
記の利点を容易に提供し得る。
【００２８】
　第１および第２の材料は、歯車に所望の特性を与える任意の熱可塑性ポリマーを含み得
る。本発明の一実施形態においては、第１の材料は、所望の曲げ強度、剛性および耐衝撃
性をコアに与える硬質ポリマーであり、第２の材料は、使用時の静音性能を与える軟質ポ
リマーであり得る。これらのポリマーは、同じ化学種のもの、例えば両方ともポリアミド
であるか、または異なる化学種のもの、例えばポリアミドおよびポリエステルであり得る
。両方の材料に用いられ得るポリマーの組合せの例は、ポリアミドとポリエステルとのブ
ロックコポリマー（Ｚｙｔｅｌ（登録商標）－Ｈｙｔｒｅｌ（登録商標））、ポリエステ
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ル、（Ｒｙｎｔｉｅ（登録商標）／Ｃｒａｓｔｉｎ（登録商標）－Ｒｙｎｉｔｅ（登録商
標）／Ｃｒａｓｔｉｎ（登録商標））、ポリアセタールとポリアセタール（Ｄｅｌｒｉｎ
（登録商標）－Ｄｅｌｒｉｎ（登録商標））、非強化またはガラス／鉱物で強化したポリ
アセタールとポリアミド（Ｄｅｌｒｉｎ（登録商標）－Ｚｙｔｅｌ（登録商標）／Ｍｉｎ
ｌｏｎ（登録商標））であり、全てＤｕ　Ｐｏｎｔ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｗｉｌｍｉｎｇｔ
ｏｎ，ＤＥ）から入手可能である。当業者は、必要以上の実験を行わずに、２種の材料を
含む的確な分子量グレードを規定することができるであろう。
【００２９】
　本発明の生成物に用いられ得るポリマーは、上に挙げた市販の材料に限定されない。結
合可能なポリマーの任意の組合せを用いることができる。本発明の生成物の製造に用いる
ことができる熱可塑性ポリマーに特に制限はない。熱可塑性ポリマーの例としては、ポリ
エチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、お
よびポリブチレンナフタレートなどの芳香族ポリエステル；ポリエチレンおよびポリプロ
ピレンなどのポリオレフィン；ポリアセタール（ホモポリマーおよびコポリマー）；ポリ
スチレン、スチレン－ブタジエンコポリマー、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン
コポリマー、スチレン－ブタジエン－アクリル酸（またはそのエステル）コポリマー、お
よびアクリロニトリル－スチレンコポリマー；ポリ塩化ビニル；ポリアミド；ポリ（フェ
ニレンオキシド）；ポリ（フェニレンスルフィド）；ポリスルホン；ポリエーテル－スル
ホン；ポリケトン；ポリエーテル－ケトン；ポリイミド；ポリエーテル－イミド；ポリベ
ンズイミダゾール；ポリブタジエンおよびブチルゴム；シリコーン樹脂；フッ素樹脂；オ
レフィン系熱可塑性エラストマー、スチレン系熱可塑性エラストマー、ウレタン系熱可塑
性エラストマー、ポリエステル系熱可塑性エラストマー、ポリアミド系熱可塑性エラスト
マー、およびポリエーテル系熱可塑性エラストマー；ポリアクリレート系、芯－鞘型、多
層グラフトコポリマー；およびそれらの変性された生成物が挙げられる。これらの熱可塑
性樹脂は、２種以上の化学種を組み合わせて用いられてもよい。
【００３０】
　液晶ポリエステル（ＬＣＰ）を本発明の生成物の製造に用いることができる。ＬＣＰの
例は、
（ｉ）２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ジヒドロキシナフタレン、１，４－ジ
ヒドロキシナフタレン、および６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸などのナフタレン化合物
；
（ｉｉ）４，４’－ジフェニルジカルボン酸および４，４－ジヒドロキシビフェニルなど
のビフェニル化合物；
（ｉｉｉ）ｐ－ヒドロキシ安息香酸、テレフタル酸、ヒドロキノン、ｐ－アミノフェノー
ル、およびｐ－フェニレンジアミンなどのｐ－置換ベンゼン化合物、およびそれらの核置
換ベンゼン化合物（核置換基は、塩素、臭素、Ｃ１～Ｃ４アルキル、フェニル、および１
－フェニルエチルから選択される）；ならびに
（ｉｖ）イソフタル酸およびレゾルシンなどのｍ－置換ベンゼン化合物、およびそれらの
核置換ベンゼン化合物（核置換基は、塩素、臭素、Ｃ１～Ｃ４アルキル、フェニル、およ
び１－フェニルエチルから選択される）
を含むモノマーから調製されるものである。
【００３１】
　上記のモノマーの中でも特に、ナフタレン化合物、ビフェニル化合物、およびｐ－置換
ベンゼン化合物の中から選択される少なくとも１種または複数の化学種から調製される液
晶ポリエステルが、本発明の製造に用いられる液晶ポリエステルとしてより好ましい。
【００３２】
　ｐ－置換ベンゼン化合物、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、メチルヒドロキノン、および１－
フェニルエチルヒドロキノンの中のものが特に好ましい。
【００３３】
　上記のモノマーに加えて、本発明に用いられる液晶ポリエステルは、その１つの分子鎖
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中に、異方性の溶融相を呈さないポリアルキレンテレフタレート部分を含有し得る。この
場合、アルキル基が２～４個の炭素原子を有する。
【００３４】
　本発明の生成物の製造に用いられる熱可塑性物質に添加され得る物質または添加剤とし
ては、限定はされないが、耐熱安定剤、紫外線吸収剤、離型剤、帯電防止剤、スリップ剤
、粘着防止剤、滑剤、曇り防止剤、着色剤、天然油、合成油、ワックス、有機充填剤、無
機充填剤、およびそれらの混合物が挙げられる。
【００３５】
　上記の耐熱安定剤の例としては、限定はされないが、フェノール安定剤、有機チオエー
テル安定剤、有機亜リン酸塩安定剤、ヒンダードアミン安定剤、エポキシ安定剤およびそ
れらの混合物が挙げられる。耐熱安定剤は、固体または液体の形態で添加されてもよい。
【００３６】
　紫外線吸収剤の例としては、限定はされないが、サリチル酸紫外線吸収剤、ベンゾフェ
ノン紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール紫外線吸収剤、シアノアクリレート紫外線吸収剤
、およびそれらの混合物が挙げられる。
【００３７】
　離型剤の例としては、限定はされないが、天然パラフィンおよび合成パラフィン、ポリ
エチレンワックス、フッ化炭素、および他の炭化水素離型剤；ステアリン酸、ヒドロキシ
ステアリン酸、および他の高級脂肪酸、ヒドロキシ脂肪酸、および他の脂肪酸離型剤；ス
テアリン酸アミド、エチレンビスステアロアミド、および他の脂肪酸アミド、アルキレン
ビス脂肪酸アミド、および他の脂肪酸アミド離型剤；ステアリルアルコール、セチルアル
コール、および他の脂肪族アルコール、多価アルコール、ポリグリコール、ポリグリセロ
ールおよび他のアルコール離型剤；ステアリン酸ブチル、テトラステアリン酸ペンタエリ
トリトール、および脂肪酸の他の低級アルコールエステル、脂肪酸の多価アルコールエス
テル、脂肪酸のポリグリコールエステル、および他の脂肪酸エステル離型剤；シリコーン
油および他のシリコーン離型剤、および上記のもののいずれかの混合物が挙げられる。
【００３８】
　着色剤は、顔料または染料のいずれかであり得る。無機着色剤および有機着色剤は、本
発明において別々にまたは組み合わせて用いられてもよい。
【００３９】
　第１の材料と第２の材料との結合は、当業者に公知の任意の手段によって行うことがで
きる。本発明の一実施形態においては、結合は、第１の材料より高い融解潜熱を有するポ
リマーを第２の材料として用いることによって行うことができる。歯車の製造方法におい
て、第２の材料は、第１の材料を含むコア上に成形される。機構（ｍｅｃｈａｎｉｓｍ）
に制約されることを望むものではないが、第２の材料の冷却および結晶化からの残りのエ
ンタルピー（ｒｅｓｉｄｕａｌ　ｅｎｔｈａｌｐｙ）が、第１の材料の薄層の再溶融およ
びその後の融解、ひいては成形圧力下での第１の材料と第２の材料との結合を引き起こす
ことが可能である。本発明の他の実施形態においては、結合は、プライマーまたは第１の
材料と第２の材料との間の接着剤層を使用することによって行われる。用いられるべき第
１の材料および第２の材料がポリアミドのグレードである場合、例えば、山清工業株式会
社（Ｙａｍａｓｅｉ　Ｋｏｇｙｏ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）による「Ｃｌｉｎｇ－Ａｉｄ」と
いう製品名の、ポリアミド樹脂用イソプロパノール系結合剤が、このようなプライマーの
例である。「Ｃｌｉｎｇ－Ａｉｄ」は、没食子酸（ＣＡＳ番号１４９－９１－７）をイソ
プロパノールに溶かした溶液を含む。
【００４０】
　第１の材料上に成形されるべき第２の材料は、コアおよび表皮の両方による複合断面係
数を低下させないよう十分薄くする必要がある。厚過ぎる場合、複合断面の最外層が係数
の計算にコアより大きな影響を与えるため、係数は大きな影響を受け得る。潤滑性／耐摩
耗性の寄与についての表皮の所要の厚さは、ギアモジュールに応じて０．２～０．５であ
る：表皮の材料がコアより柔らかいことに起因する必然的な係数の低下が変わらない場合
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最小に保たれるべきである。
【００４１】
　厚さが半径方向にのみ変化する場合、ギアの歯底における表皮を厚くすることは、係数
の低下がより大きくなることを意味しない。壁の厚さが不均一であること（ピッチ線では
薄く、歯底では厚い）により、プラスチック流れが一定でなく、結果として薄い部分に溶
接線が形成されるという問題が生じ得るという懸念があり得る。しかしながら、これは、
ゲート（そこからプラスチックが充填されることになる）および通気孔（そこからプラス
チック流れによる圧縮ガスが放出されることになる）を適切に配置することによって克服
され得る。また、領域にそれほど応力がかからない場合、ギアの歯先において形成されが
ちな溶接線は問題にならないであろう。そのため、コアおよび最終的な部品の形状が均一
でないことに起因する厚さの不均一は、本発明の概念を損なわないであろう。
【００４２】
　コアの第１の材料と表皮の第２の材料との間の結合の引張り強さは、結合の面に対して
垂直に引張測定を行うことによって測定した際に、２０Ｍｐａを超えるべきである。好ま
しくは、引張り強さは５０Ｍｐａを超え、最も好ましくは８０Ｍｐａを超えるべきである
。
【００４３】
　本発明は、さらに、熱可塑性ポリマーを含む複合歯車の製造方法に関する。本発明の一
実施形態においては、本方法は、
　ｉ．歯を有するコアを第１の材料から成形する工程と、
　ｉｉ．第１の材料を固化させる工程と、
　ｉｉｉ．歯底における前記表皮の厚さが、歯のピッチ線における前記表皮の厚さより厚
くなり得るように、歯にわたって第２の材料で作製された表皮を成形する工程とを含む。
【００４４】
　ＩＩとＩＩＩとの間に、表皮を成形する工程の前にコアにプライマーを塗布する工程を
任意選択的に入れることができる。プライマーは、当業者に公知の任意の手段によって塗
布され得る。例えば、ブラシによる手作業での塗布などである。
【００４５】
　第１の材料からのコアの成形は、当業者に公知の任意の成形方法によって行うことがで
きる。例えば、射出成形機が周知であり、東芝（Ｔｏｓｈｉｂａ）、住友（Ｓｕｍｉｔｏ
ｍｏ）、日精（Ｎｉｓｓｅｉ）、ファナック（Ｆａｎｕｃ）、Ｂａｔｔｅｎｆｅｌｄ、Ｅ
ｎｇｅｌｓなどの多くの製造業者によって製造されている。射出成形プロセスにおいては
、溶融ポリマーが、所要の形状および寸法の金型に圧力下に注入される。この金型は冷却
され、最終部品が取り出される。本発明の方法では、取り出された部品は、必要に応じて
トリミングされた後、第２の材料の２回目の注入用のコアとして用いられる。ポリマーの
２回目の注入によって加えられるべき圧力がコアを変形または変位させる（これがギアの
寸法を不正確にする）ことのないように、コアは金型内にしっかりと保持される必要があ
る。金型におけるコアの移動は、通常、「コアずれ」と呼ばれ、圧力の不均衡が大きくな
るときに特に著しい。この不均衡を最小限に抑えるために、充填の任意の所与のタイミン
グにおけるコアのあらゆる側にかかる圧力が互いに相殺され得るように、第２の材料の流
路を決定すべきである。例えば、コアの前側および裏側における溶融物の前進が等しい場
合、それによってコアにかかる圧力は、平衡状態において想定され得る。コア上に表皮を
形成する第２の材料は必然的に、１つの側、すなわちキャビティの側に充填されることに
なる。そのため、考慮事項が特にない場合、溶融物がコアの側よりキャビティの側に速く
広がるにつれて、コアがコアの側に向かって変形し得る。本発明の一実施形態においては
、穿孔をコアに任意選択的に設けることは、コアの両側をつなぐ流路を提供し、それによ
りコアにかかる圧力の均衡をとることを意味する。
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